
0

特定都市河川指定の経緯

令和４年９月

本川流域水害対策協議会
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１．「流域治水」の推進

出典：国土交通省資料を一部加工
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１．「流域治水」の推進

出典：国土交通省資料を一部加工



特定都市河川浸水被害対策法等の一部を
改正する法律（流域治水関連法）

令和3年5月10日公布 令和３年11月１日全面施行

【特定都市河川の指定要件】
指定要件 改正前 改正後

A 都市部を流れる河川 市街化率が概ね５割以上 市街化区域等の人口・資産が集積した区域を流れる
河川

B 流域において著しい浸水被害が発生し，
又はそのおそれがある

過去の実績または想定される年平均水害被
害額が10億円以上

水防法第14条第1項・第2項の各号に該当する洪水浸
水想定区域図の指定対象となる河川

C

河道又は洪水調節ダムの整備による
浸水被害の防止が市街化の進展又は
自然的条件の特殊性により困難

河道又は洪水調節ダムの整備による浸水被
害の防止が市街化の進展により困難なこと

次のいずれかに該当
①可住地の市街化率が概ね５割
②接続する河川の背水影響や排水制限が想定される
③地形（狭窄部・天井川）や地質により対策が困難

3つの要件すべてに該当する必要がある 3つの要件すべてに該当する必要がある

大都市部を貫流する８水系が
指定されていた

特定都市河川浸水被害対策法
平成15年法律第77号，平成16年5月施行

宅地造成等によって，雨水が地下に浸透せず，河川等に
一度に流出して浸水被害が発生

都市化の進展により，河川整備等による浸水被害の防止
が困難な状況が生じている

近年，気候変動により水害が激甚化・頻発化しており，従
来想定していなかった規模での水害が発生

「市街化の進展」以外の要因により，河道等の整備による
浸水被害の防止が困難な状況が生じている

特定都市河川の指定要件を拡大し，全国の河川で法的枠
組みを活用し，あらゆる関係者の協働による「流域治水」
を本格的に実践していくことが必要

２．特定都市河川浸水被害対策法の概要

都市河川流域における新たなスキームによる浸水被害対
策が必要（総合的な治水対策を推進）
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２．特定都市河川浸水被害対策法の概要

ハード整備の加速化 流域における
貯留・浸透機能の向上

⽔害リスクを踏まえた
⼟地利⽤⾬⽔流出の増加を抑制

出典：国土交通省資料を一部加工

○浸水被害対策の総合的な推進のための流域水害対策計画(河川管理者，下水道管理者，都道府県知事，
市町村長が共同)の策定，雨水貯留浸透施設の整備，雨水の流出を抑制するための規制，開発・建築を制限す
るための規制等，流域一帯となった浸水被害の防止のための対策を推進。
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３．本川 特定都市河川指定
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３．本川 特定都市河川指定

令和４年７月25日
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３．本川 特定都市河川指定

資料提供：国土交通省
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４．流域水害対策協議会について

○ 「流域水害対策計画」に雨水貯留浸透対策の強化（公共団体・民間による対策や緑地保
全等），浸水エリアとその土地利用等を新たに位置付け

○ 見直し後の「流域水害対策計画」の効果的な実施・運用に当たり，流域関係者が参画す
る「流域水害対策協議会」制度を創設

（協議会設置）
都道府県知事指定河川： 広島県知事

（構成員）
・流域水害対策計画策定主体
・接続河川の河川管理者
・学識経験者その他の計画策定主体が
必要」と認める者

（協議事項の例）
・流域水害対策計画の作成に関する協議
・計画の実施に係る連絡調整

構成員は協議会結果を尊重

出典：国土交通省資料を一部加工
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４．流域水害対策協議会について

本川流域内において防災関係に係わりのある組織等から参画

出典：国土交通省資料を一部加工



４．流域水害対策協議会について

構成員 （関係部署）

分野（あらゆる関係者）

河
川
管
理
者

下
水
道
管
理
者

普
通
河
川
等
管
理
者

ま
ち
づ
く
り

農
業

林
野

危
機
管
理

河
川
工
学
（
専
門
分
野
）

都
市
計
画
（
専
門
分
野
）

流
域
住
民

広島県土木建築局長 道路河川管理課
河川課
都市計画課
都市環境整備課

● ●

広島県農林水産局長 農業基盤課
ため池・農地防災担当
森林保全課
林業課

● ●

竹原市長
建設部
公営企業部
総務企画部

● ● ● ● ● ●

広島大学 大学院 先進理工系科学研究科
内田 龍彦 准教授

●

広島工業大学 工学部 環境土木工学科
今川 朱美 准教授

●

自治会長
●

◆協議会構成員と対応分野
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４．流域水害対策協議会について

広島県中央ブロック流域治水協議会

【目的】
平成30年７月豪雨をはじめとした近年の激甚な水害や，気候変動による水

害の激甚化・頻発化に備え，あらゆる関係者が協働して流域全体で水害被害
を軽減させる治水対策「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報共有
を行う。

【構成員】
広島県農林水産局林業課長，森林保全課長，農業基盤課長

広島県西部建設事務所長，西部建設事務所呉支所長，西部建設事務所東広
島支所長，東部建設事務所三原支所長，
呉市長，竹原市長，三原市長，東広島市長，熊野町長，大崎上島町長
林野庁近畿中国森林管理局広島森林管理署山地災害復旧対策室長
（国研）森林研究・整備機構 森林整備センター 広島水源林整備事務所長
中国電力㈱西部水力センター

【実施事項】
一 流域治水の全体像を共有・検討
二 河川に関する対策，流域に関する対策，避難・水防等に関する対策を含

む「流域治水プロジェクト」の策定と公表
三 「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ
四 その他，流域治水に関して必要な事項

本川流域水害対策協議会

【目的】

協議会は，気候変動の影響による降雨量の増加や流域の開
発に伴う雨水流出量の増加等により浸水被害が著しい本川流
域において，流域の保水・貯留機能の適正な維持・向上，水防
災に対応したまちづくりとの連携，住まい方の工夫等，流域内の
あらゆる関係者が協働した総合的かつ多層的な水災害対策の
効果的かつ円滑な実施を図るための協議及び連絡調整を行う
ことを目的とする。

【構成員】
広島県農林水産局長
広島県土木建築局長
竹原市長
今川朱美（広島工業大学工学部環境土木工学科 准教授）
内田龍彦（広島大学大学院先進理工系科学研究科 准教授）
自治会長

【実施事項】
・本川流域水害対策計画の作成及び変更に関する協議
・上記計画の諸施策等の実施に係る連絡調整並びに実施
状況の評価
・その他，上記計画に関して必要な事項


